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再開に向けての対応についてver.10
　

この度政府は14日に政府の専門家会議に諮ったうえで、39都道府県において緊急事態宣言解除の判断をしました。
そして京都府も独自の外出と休業自粛要請解除の基準を作成し、15日まで基準を満たせば段階的に解除することを明らかにしました。これに加えて政府は21日に残る8都道府県の解除の再判断をすることも明らかにしています。
　※このように様々な時系列や基準などが複数混在化する状況の中で具体的な見通しを持つことは非常に難しいですが、いずれにしても各幼稚園の市町村の対応が一定の目安となることには変わりはありません。この状況の中、私立の幼稚園としての確認事項を下記に記載するとともに、再開に向けての準備を整えていく事が重要となります。


◆ 登園再開に向けての準備事項 ◆　
・文科省の最新の情報を常に入手して準備に備える
https://www.mext.go.jp/content/20200423-mxt_kouhou01-000006270_1.pdf（現時点最新版）
・21日に政府において宣言解除の判断がなされる予定
・15日以降京都府において段階的に休業要請解除の可能性あり
・５月中に京都府内の公立小学校・幼稚園の段階的登校園が実施される
→現時点の情報ではこれらは授業の分散再開ではなく、あくまでも学習相談・面談のための登校であって授業が行われるわけではない
→各市町村の教育委員会に詳細な内容を確認する必要アリ

→（あくまで参考例）
・京都市内においては5月中は対象クラスや学年を絞って、1時間程度子どもが園で遊んですごしたり、保護者の育児相談をする。
　・登園を午前グループと午後グループに分けて実施する。
　・バスは動かさずに保護者が送迎
　・再開に向けて保護者への園の予防対策などに関する文書作成

分散型の再開はすぐ目の前に迫っています・スムーズに段階的に再開できるよう計画を立ててください。

文教課確認事項

①　幼稚園が雇用調整助成金・小学校休業等対応助成金を申請し給付を受けた場合は、その金額を運営費補助金の支給対象経費から外して実績報告をする事（私学助成と助成金の重複需給を避ける観点から重要）

②　長期休業中に補填保育を行う場合、その保育日を長期休業中の預かり保育の日数カウントできる（園則変更の必要はありません）

※キンダーカウンセラーに対しての休業手当について
木田事務所に確認➡幼稚園がカウンセラーを直接雇用していない場合はカウンセラー自身が
個人事業主として持続化給付金の申請をするので園としては保障しなくてよい
https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-kyufukin.html　参照ください


